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旅行費用法は，観光地の質などの非市場財の便益評価方法の１つであり，その簡便性から多用されてい

る．ここで，観光旅行については，日帰りだけでなく宿泊旅行も一般的である．従来の旅行費用法では，

宿泊日数を連続変数として扱ってきた．しかし，実際には旅行日数は１，２，３泊などのように整数の値

しかとれない．そこで本研究は，旅行日数の整数性を考慮した旅行費用法の必要性，および，その方法を

示すことを目的とする．具体的には，旅行日数の整数性が，従来の旅行費用法での計測にバイアスを生じ

させることを示し，そのバイアスの修正方法について検討する． 
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1. はじめに 

 

旅行費用法とは非市場財の便益評価方法の１つであり，

その簡便性から多用されている．例えば観光地の質を評

価する場合は，観光地までの旅行費用を支払ってまでも

訪問する価値があるか否かという観点から，その価値を

評価する方法である．具体的には，市場が存在しない環

境財の代理市場（財の価値の変化を反映する市場：観光

地の場合は訪問回数）の消費者余剰分を環境財の価値と

している．  

この単純な旅行費用法について，いくつかの問題点が

指摘されてきた (Phaneuf and Smith, 2005; 大野, 2000)．例え

ばJohansson(1987)は，複数目的旅行者の旅行費用分割の

困難性，時間の機会費用推定の困難性を指摘し，

Freeman(2003)は代替施設の考慮，レクリエーション地の

混雑を考慮した旅行費用法を研究している． 

しかし旅行日数の整数制約に関しては，これまで取り

扱われてこなかった． 実際の観光行動をみると，自宅

から訪問先への旅行時間の違いによって，旅行日数は変

わってくる．例えば，京都市における観光では，近郊の

旅行者は日帰りで旅行できるものの，関東からの旅行者

は日帰りでは目的観光地を周遊しきれず，宿泊をする．

このように，一般的には旅行時間が長くなる程，旅行日

数は増えていく．この旅行日数の変化は離散的であり，

1日増加するごとに旅行時間が24時間と大きく増加する．

このような整数制約は，旅行者の行動制約である．した

がって，旅行費用法も本来はこの制約を考慮した方法に

すべきである． 

旅行ごとの宿泊数が多ければ，宿泊数は連続変数とし

て近似が可能かもしれない．しかしながら，国土交通省

の平成19年度宿泊旅行統計調査によれば，国内全体の宿

泊旅行において同一施設における一人当たり平均宿泊数

は1.28泊と，旅行日数が少ない． また平成17年度の京都

市観光調査では，宿泊旅行者のうち1泊57.5％，2泊：

30.6％，3泊以上：約12％とあるように，旅行日数がせい

ぜい3泊であり，その多くは1泊である．そのため，旅行

日数を連続変数として扱うことには無理があると考えら

れる．  

そこで，本研究は旅行日数の整数制約を考慮した旅行

費用法の必要性，および，その方法を示すことを目的と

する．具体的には，旅行日数を整数として扱った場合，

従来の旅行費用法での計測にバイアスを生じることを示

し，そのバイアスの修正方法について検討する． 

 

2.  旅行日数の整数制約を課した旅行費用法 

 

ここでは，簡単化のために旅行回数を 1回とする．ま

た，効用関数は，観光旅行時間を除く余暇時間l に関す
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る準線形効用関数を仮定している．なお，この仮定は本

質的でなく，便益指標として EV（等価変分）や CV

（補償変分）をとり，需要関数としてヒックスの需要関

数を用いれば，準線形効用関数でなく一般的な効用関数

であっても以下の分析結果に変化はない．また，旅行へ

割く時間が，全体の時間に対して多くなければ，準線形

効用関数の仮定には妥当性がある． 

 居住地から目的観光地域までの旅行時間は 0t であり，

居住地を出発してから帰ってくるまでを 1回の旅行とす

る．旅行パターン例は図 1のように示される．旅行者が

決定する変数は，旅行日数n ，訪問観光地数k ，観光

旅行中の余暇時間を除く余暇時間 l ，労働時間 wT ，価

格 1 の合成財消費に関する効用  S X ，旅行の有無を

示すダミー変数  0,1  である．そして，式(1)に示す

ように訪問観光地数k , 余暇時間 l ,合成財 X からなる効

用u を，一般化所得制約と，行動制約の下で最大にする． 

 

 

0 0
, , , , ,

0 0
1

0
1

( , , , , , ) max ( ) ( )

. .

w
i t i

k n l T X

k

i t
i

k

t i
i

v n t t T p p U k S X l

s t M X wl p t p wnT

nT t t




 




  

      
 

   
 





　

　　　　　　　　　　

 (1) 

ただし，v：間接効用関数， tT ：1 日当たり旅行時間，

0p ：単位旅行時間当たり旅行費用， ,i it p ：各観光地で

の滞在時間，費用，w ：賃金率，M ：所得である． 
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図1 観光地域における周遊旅行 

 

はじめに旅行日数を連続変数 Cn とする場合を考える．

観光地全体に対する旅行者の便益 ( )CB n は，効用差

( )CV n から便益式(2)のように計測される．ここで，効

用差 ( )CV n はある旅行時間 0t における旅行者が，旅行

のみによって得る効用を表す．（式(2)の導出は，補遺

１に示した．） 
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0( ) ( 1: ) ( 0)CV n wv t wv      ．また， 
0 ( )Ct は旅行回数が

0回になる旅行時間（チョークプライス）を示す． 

求めた ( )CB n と図 1で表した従来の旅行費用法と比較

をする．従来の旅行費用法では消費者余剰の面積が便益

に一致していた．便益式(2)は，まさに消費者余剰の面

積を意味しており，旅行日数が連続変数の場合は，従来

の旅行費用法が正しい便益を表すことがわかる． 
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図２ 従来の旅行費用法による便益計測 

 

 この結果をProposition 1としてまとめておく． 

 

Proposition 1 (旅行日数が連続的な場合における従来の旅

行費用法の有用性). 旅行日数を連続とした場合の便益

    0 0 0( )C C
B n p w t t   は，消費者余剰の面積と一致

する．すなわち旅行日数が連続的に選択できる場合には，

従来の旅行費用法が利用できる． 

 

 次に旅行日数の整数制約を考慮する．整数制約につい

て図３を用いて説明する． 
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図３ 旅行日数の離散化 

 連続変数として最適な旅行日数が
*

Cn であるとき，旅

行日数の整数制約にある消費者は，その付近の整数の旅

行日数 2つのうち，より高い効用が得られるような旅行
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日 数
*

Dn を 消 費 者 は 選 択 す る ． つ ま り ，
* *( ) ( 1)D DV n V n    が成立する．離散制約有無の

旅行日数の差分は
* *

0( ) C Dt n n  　 で表される．この

とき 0( )t 　は 01 ( ) 1t  　 　である．したがって旅行日

数をの整数制約を考慮したときの最適値は
* *

0( )D Cn n t  　　と表される．   

 旅行日数が整数性を持つとき，観光地全体に対する旅

行者の便益  DB n は，効用差より式(3)のように表され

る． 
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３．旅行日数の整数性によるバイアス  

 

 ３節では，旅行日数の整数制約の追加によって生じる

バイアスを，その符号および大きさ別に，理論的に検討

する．４節では，そのバイアスを数値的に検討する． 

 

3.1 バイアスの符号 

 従来の旅行費用法を用いる場合のバイアスの大きさ

   D CB n B n は，式(2)と(3)を代入した後，式(4)に示

すように展開できる． 
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式(4)の最後の等式はバイアスの大きさがⅰ）1 項目の離

散制約前後での効用差    D CV n V n   と，ⅱ）2 項目の

チョークプライス差     0 0 0( ) ( )C Dp w t t  で説明できること

を示している．そこで，ⅰ)とⅱ)のそれぞれが整数制約

追加による旅行日数の変化によってどのような影響を受

けるのかをみる． 

ⅰ)のバイアスの符号については，Proposition 2が成立す

る．証明は，補遺２に示した． 

 

Proposition 2 (旅行日数の整数制約が効用に与える負の

バイアス)．離散制約による旅行日数の差分 0( )t がどの

ような大きさ，符号であろうと，旅行日数の整数性を考

慮したとき，連続の場合と比べて効用は必ず小さくなる． 

 

すなわち，i)のバイアスについては     0D CV n V n  

が成立する．これは，整数性という制約が加わるため，

効用増分が減少するという当然の結果を示している． 

ⅱ)のバイアス（離散制約有無のチョークプライス差

  0 0 0( ) ( )C D
p w t t   については，Proposition 3が成立す

る．（導出は，補遺３に示した．） 

 

Proposition 3 (旅行日数の離散化がチョークプライスに与

える負のバイアス)．旅行時間 
0 ( )Dt における，旅行日数

の整数制約追加による最適旅行日数の差分  0t の大

きさ，符号によらず，旅行日数を離散的に扱った場合は，

連続の場合と比べてチョークプライスは必ず小さくなる． 

 

すなわち，旅行日数を離散とした場合の旅行回数が 0

回になるような旅行時間 
0 ( )Dt において，離散制約によ

る旅行日数の差分 
0( )t がどのような大きさ，符号であ

ろうと，旅行日数の離散化によって，ⅱ)の符号は正に

なる． 

 

3.2  バイアスの大きさ  

 ここで，旅行日数の整数制約追加による旅行日数の変

化は 0 01 ( ), ( ) 1t t   *　 　 と小さい．そこで，1階近似法に

よりバイアスの大きさを式(5.a), (5.b)のように近似する．  

     0 0, 1 ( )D C t DV n V n T w n t t       ⅰ） 　      (5.a) 

        0 0 0 0 0( ) ( ) ( ), 1t DC D Dp w t t T w n t t        
ⅱ ）   (5.b) 

 ただし，それぞれの近似した値は，２階微分の性質よ

り過大推計となる（参照：図２の線分 ab ）．ここで，

ラグランジュ乗数 を含んだw は，総旅行時間の追加

に対する支払意思額を表す．  0 0( ),t t 　 はそれぞれ，あ

る旅行時間 0t ，旅行日数を離散とした場合の旅行回数が

0 回になるような旅行時間 
0 ( )Dt における整数制約追加に

よる旅行日数の変化を表す．これらはすべて，旅行者に

対するアンケート調査により観察できる． 

w は，総旅行時間の追加に対する支払意思額を表

す．これは，アンケート質問において，「あと 1時間旅

行できるとしたらいくらまで支払いますか．」という質

問を設けることで，その値を観察することができる． 

また，式(5.a), (5.b)に含まれる 0( )t 　は，ある旅行時間

0t における旅行日数の整数制約追加による最適旅行日

数の差分，  0t は旅行日数の離散化を考慮したとき
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に，旅行回数が 0 回になるような旅行時間 
0 ( )Dt におけ

る差分である．これらは，アンケート質問において，

「本来なら何時間の旅行時間が必要でしたか．」という

質問を設けることで，その値を観察することができる． 

なお，1 階近似により推計したバイアス値は過大推計

となることに注意すると，ⅰ），ⅱ）それぞれのバイア

スの絶対値の上限値として計測できる． 

 

４.  数値計算による分析 

 

 ここでは，数値計算によって，今までの理論分析結果

を確認する． 

ⅰ）旅行日数が連続の場合は，従来の旅行費用法が有用

である（Proposition 1）． 

ⅱ）旅行日数の整数制約追加により，バイアスが生じる

（式(4)）． 

ⅲ）旅行日数の整数制約追加により効用は小さくなる

（Proposition 2）． 

ⅳ）旅行日数の整数制約追加により，旅行回数が 0回に

なる旅行時間が小さくなる（Propsotion 3）． 

ⅴ）バイアスは，旅行日数の整数制約追加の効用差とチ

ョークプライス差から構成される（式(4)）． 

 

 数値計算では，ある旅行者を想定する必要があるので，

効用関数を特定化する．特定化にあたっては，訪問観光

地数に関する対数関数として次のように設定した． 

( ) ln( 1), ( ) ln( )U k k S X X   　  

 そのうえで，数値計算した結果を表１に示す．パラメ

ータは次のように設定した． 

04, 3000, 1000, 16, 3000, 30i tt p p T w      

 表 1から，旅行日数を連続的に扱う場合には，効用差

から求める便益が，従来方法での計測による便益と一致

することがわかる．一方，旅行日数を離散的に扱う場合

には，効用差から求める便益(B1)が，従来方法での計測

による便益(B2)と一致せずに，バイアスが生じることが

わかる． 

 また，真の便益/従来方法による便益で表される値か

ら，旅行日数の整数制約を考慮することにより，過大評

表 1 バイアスの計算  

パラメータ： 04, 3000, 1000, 16, 3000, 30i tt p p T w        

0 0 5.9 2.5 ｂ：16.2 

1137 1137 5.9 2.5 16

00 0 0 8.1 33716 3716 5.9 2.5 a：15.6 

1.17 569 3422 3991 4.3 27137 7137 5.9 2.4 15

1.16 1506 9422 10927 4.5 213137 13137 5.9 2.4 14

1.15 2256 15422 17678 4.8 219137 19137 5.9 2.3 13

1.13 2837 21422 24258 5.0 225137 25137 5.9 2.2 12

1.12 3261 27422 30682 5.3 231137 31137 5.9 2.2 11

1.11 3541 33422 36962 5.5 237137 37137 5.9 2.1 10

1.09 3687 39422 43109 5.8 243137 43137 5.9 2.0 9

1.08 3710 45422 49132 6.0 249137 49137 5.9 2.0 8

1.07 3619 51422 55040 6.3 255137 55137 5.9 1.9 7

1.06 3420 57422 60841 6.5 261137 61137 5.9 1.9 6

1.05 3121 63422 66542 6.8 267137 67137 5.9 1.8 5

1.04 2728 69422 72150 7.0 273137 73137 5.9 1.7 4

1.03 2248 75422 77669 7.3 279137 79137 5.9 1.7 3

1.02 1684 81422 83106 7.5 285137 85137 5.9 1.6 2

1.01 1043 87422 88465 7.8 291137 91137 5.9 1.5 1

1.00 329 93422 93750 8.0 297137 97137 5.9 1.5 0

真の便益/従来方法
による便益

(B1)/(B２)

バイアス
（B1)-(B2)

従来方法
による便益(B2)

便益
ΔＶ (B1)

訪問数旅行日数
従来方法
による便益

便益
ΔＶ

訪問数旅行日数

Ⅱ：旅行日数を離散変数とする場合Ⅰ：旅行日数を連続変数とする場合

旅行
時間ｔ０

0 0 5.9 2.5 ｂ：16.2 

1137 1137 5.9 2.5 16

00 0 0 8.1 33716 3716 5.9 2.5 a：15.6 

1.17 569 3422 3991 4.3 27137 7137 5.9 2.4 15

1.16 1506 9422 10927 4.5 213137 13137 5.9 2.4 14

1.15 2256 15422 17678 4.8 219137 19137 5.9 2.3 13

1.13 2837 21422 24258 5.0 225137 25137 5.9 2.2 12

1.12 3261 27422 30682 5.3 231137 31137 5.9 2.2 11

1.11 3541 33422 36962 5.5 237137 37137 5.9 2.1 10

1.09 3687 39422 43109 5.8 243137 43137 5.9 2.0 9

1.08 3710 45422 49132 6.0 249137 49137 5.9 2.0 8

1.07 3619 51422 55040 6.3 255137 55137 5.9 1.9 7

1.06 3420 57422 60841 6.5 261137 61137 5.9 1.9 6

1.05 3121 63422 66542 6.8 267137 67137 5.9 1.8 5

1.04 2728 69422 72150 7.0 273137 73137 5.9 1.7 4

1.03 2248 75422 77669 7.3 279137 79137 5.9 1.7 3

1.02 1684 81422 83106 7.5 285137 85137 5.9 1.6 2

1.01 1043 87422 88465 7.8 291137 91137 5.9 1.5 1

1.00 329 93422 93750 8.0 297137 97137 5.9 1.5 0

真の便益/従来方法
による便益

(B1)/(B２)

バイアス
（B1)-(B2)

従来方法
による便益(B2)

便益
ΔＶ (B1)

訪問数旅行日数
従来方法
による便益

便益
ΔＶ

訪問数旅行日数

Ⅱ：旅行日数を離散変数とする場合Ⅰ：旅行日数を連続変数とする場合

旅行
時間ｔ０

a: 旅行日数を離散的に扱う場合における，旅行回数が 0 回になる旅行時間

0 ( )Dt  

b: 旅行日数を連続的に扱う場合における，旅行回数が 0 回になる旅行時間

0 ( )Ct  
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価になっていることがわかる．ただし，これはパラメー

タ設定によるものであり，過小評価になる数値例も確認

できている． 

 このように，旅行日数の整数制約追加によるバイアス

は大きい．したがって，旅行日数の整数制約追加を考慮

する必要性が高いことがわかる． 

 次に，表 1と同じパラメータを用いて，バイアスの構

成要素に分解する．式(4)は，バイアスが，ⅰ）1 項目の

   D CV n V n  の離散制約有無の効用差と，

ⅱ）2 項目の    0 0 0( ) ( )C Dp w t t  のチョークプライ

ス差で説明できることを示している．そこで，ⅰ）と

ⅱ）を表２に計算した． 

 表 2より，ⅰ）とⅱ）の和がバイアスと一致している

ので，バイアスが効用差とチョークプライス差の二つの

要素から構成されていることがわかる．さらに，

Proposition 2, 3 で 示 し た よ う に ， ⅰ ） 効 用 差

   D CV n V n  の符号は常に負，ⅱ）チョーク

プライス差    0 0 0( ) ( )C D
p w t t  の符合は常に正であ

ることがわかる． 

 また，表２には，ⅰ）とⅱ）を式(5a)および(5b)で一次

近似した計測値も示した．表 2からもわかるように，１

階近似によりそれぞれの近似した値は過大推計となって

いることがわかる．これは 2階微分の性質によるもので

ある．つまり，１階近似では，バイアスの真値を計測す

ることはできない．しかし，近似により求めたそれぞれ 

 

表2 バイアスの構成要素 

の値は，バイアスの絶対値の上限値であるので，旅行日

数の離散化による便益のバイアスの程度を計測すること

が可能である． 

 

 

５.まとめ 

  

本研究では得られた主要な結果は次の二つである． 

・旅行日数を連続的に扱う場合には従来の旅行費用法に

対応できる．しかしながら，旅行回数は整数しかとれな

いことを考慮すると，従来の旅行費用法では便益計測結

果にバイアスが生じる． 

・旅行日数の整数制約を考慮したときの便益のバイアス

については，一階近似を用いると，バイアスの絶対値の

上限値を計測できる． 
 

補遺１．式(2)の導出 

効用最大化問題を解く．第一段階として旅行日数n
以外の変数を最適化し，第二段階として旅行日数n を

最適化する．ダミー変数 の選択に関しては，最後に

行う． 

Ⅰ：第一段階  旅行日数n 以外の変数の最適化 

 制約式を l について解いたものを，目的関数に代入

し，さらに時間価値w を乗じて金銭換算した効用は次

式となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6811 -6811 3716 -3716 0 0.55 a：15.6 

6811 -6931 3716 -3147 569 -0.42 15

6811 -4787 3716 -2210 1506 -0.36 14

6811 -3111 3716 -1459 2256 -0.29 13

6811 -1846 3716 -879 2837 -0.23 12

6811 -942 3716 -455 3261 -0.17 11

6811 -358 3716 -175 3541 -0.11 10

6811 -58 3716 -29 3687 -0.04 9

6811 -11 3716 -6 3710 0.02 8

6811 -192 3716 -97 3619 0.08 7

6811 -577 3716 -296 3420 0.14 6

6811 -1147 3716 -595 3121 0.21 5

6811 -1885 3716 -988 2728 0.27 4

6811 -2774 3716 -1468 2248 0.33 3

6811 -3803 3716 -2031 1684 0.39 2

6811 -4959 3716 -2673 1043 0.46 1

6811 -6231 3716 -3387 329 0.52 0

ⅱ）チョークプライス差ⅰ）効用差ⅱ）チョークプライス差ⅰ）効用差

バイアスの1階近似バイアスの構成要素
バイアス

旅行日数
の差分ε

旅行
時間ｔ０

6811 -6811 3716 -3716 0 0.55 a：15.6 

6811 -6931 3716 -3147 569 -0.42 15

6811 -4787 3716 -2210 1506 -0.36 14

6811 -3111 3716 -1459 2256 -0.29 13

6811 -1846 3716 -879 2837 -0.23 12

6811 -942 3716 -455 3261 -0.17 11

6811 -358 3716 -175 3541 -0.11 10

6811 -58 3716 -29 3687 -0.04 9

6811 -11 3716 -6 3710 0.02 8

6811 -192 3716 -97 3619 0.08 7

6811 -577 3716 -296 3420 0.14 6

6811 -1147 3716 -595 3121 0.21 5

6811 -1885 3716 -988 2728 0.27 4

6811 -2774 3716 -1468 2248 0.33 3

6811 -3803 3716 -2031 1684 0.39 2

6811 -4959 3716 -2673 1043 0.46 1

6811 -6231 3716 -3387 329 0.52 0

ⅱ）チョークプライス差ⅰ）効用差ⅱ）チョークプライス差ⅰ）効用差

バイアスの1階近似バイアスの構成要素
バイアス

旅行日数
の差分ε

旅行
時間ｔ０
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 

, , , ,
0 0

1

( )

( ) max
w

k

k l T X
i t

i

wU k wS X wT

V n
X p t p wnT



 


 


   
  
  

  


　     

         0
1

. .
k

t i
i

s t wnT w t t 


 
  

 
　　   

ラグランジュ関数と，一階条件は以下のようになる． 

   

0 0 0
1 1

( )

k k

i t t i
i i

V n L wU k wS X wT

X p t p wnT w nT t t



  
 

    

     
      
      

      
 

 
1 1

1
0

k k

i i
i i

U kL
w p t

k k w k k
 

 

  
   

   
 
 
 

 

 
1 0

S XL
w

X X


  

 
   

0
1

0
k

t i
i

L
w nT t t

 


   


  
  

  
    

最後の式より  * *
0, , ,i tk k n t t T である．ただし，

,i tt T の関数であることは，以降使わないので

 * *
0,k k n t と表す．これは，旅行日数n を与件と

したときには，訪問観光地数k が旅行日数n の関数で

あることを示している． 

 

Ⅱ：第二段階  旅行日数n の最適化 

次に，  * *
0,k k n t を代入した間接効用関数を旅行

日数 n に関して最適化する． 

  
   * *

0 0

* *

0

, ,
*,

0 0 0
1 1

( ) , ( )

max k n t k n t

n
i i

i i

V n wU k n t wS X wT

X p t p w t t



 
 

  

    
     

    
     

 
　

 

効用最大化の一階条件 

  

   * * * *

0 0

*

0

*

, ,

1 1

*

,

0
1 k n t k k n t k

i i

i i

U k n t

V k
w

n
p t

w

k

n


   

 



 
 


 

 
   

 
 
  

 

これより  * *

* * * , , ,
n n

n n k p t w ．この時，最適

な旅行日数は制約条件より以下のように表せる． 

*

*

0
1

( )
k

i t
i

n t t T


   ．    

 旅行日数の整数制約を考慮するにあたり，旅行日数が

連続変数である場合における便益値が必要となる．した

がってここでは，旅行日数を連続変数 Cn として扱い，

便益を求める．  

 ある旅行時間 0t の旅行者における金額換算された効

用は次式で表される． 

      
 0

0

,

0 0
1

,

C

C C

k n t

i t C
i

V n wU k n t wS X

wT X p t p wT n



 


 

             


　

　 　
  

 次は，内生変数であるダミー変数 の選択について

考える．ある旅行時間 0t の旅行者の効用を

 01:V t  ，旅行回数が 0 回である場合の効用を

 0V   として表す．このとき，ある旅行時間 0t の

旅行者は，  0V   より  01:V t  が大きい場合

には，旅行回数 1回を選択する．このときの効用は次式

で表される． 

 

      
 0

0 0

,

0 0
1

1: ,

C

C

k n t

i t C
i

V t wU k n t wS X

wT X p t p wTn





  

    
 
 
 


 

一方，旅行時間 0t が 0 ( )C
t まで長くなるにつれ，効用は

小さくなっていき，旅行時間が 
0 0 ( )Ct t となるところ

で効用が    01: 0V t V    となる．この場合，

旅行時間 
0 ( )Ct の旅行者は旅行回数 0 回を選択する．こ

のときの効用関数は次式で表される． 

  0 ( )V wS X wT X     　    

 ここで，旅行費用法に必要なチョークプライスを求め

る．旅行回数が 0 回になる旅行時間 
0 ( )Ct において，効

用は    0 ( )1: 0CCV t V    となる．したがっ

て旅行時間 
0 ( )Ct は次式を満たす． 

  

 

 

  
 0 ( )

0 ( )

0 ( )

,

0 0 0( ) ( )

1

( 1 : ) 0

( 1: ) 0 0

,

0

C C

C CC

C CC

k n t

C iC C

i

t C

V t V

V t V

wU k n t p t p

wT d

 

 



  

    

  

 

 
  
 








 
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これより，旅行回数が 0回になるような一般化交通費

用は

    0 0 ( )C C

p w p t  となり，一般にこの値が

チョークプライスと定義される． 

 

 次に便益を求める．便益は効用差から求められる．  

  0( 1: ) ( 0)CB n V t V      

この効用差を   0( 1: ) ( 0)CV n V t V      と

定義する． 

   

  
 0,

0 0 0
1

,
C

C C

k n t

C i t C
i

B n V n

wU k n t p t p wT n


 

 
     

 


ここで，旅行日数 0
1

( )
C

k

i t
i

n t t T


   を代入する

と， 

    
 

 

0

0

,

0 0 0
1

,

0
1

,
C

C

k n t

C C i
i

k n t

i
i

V n wU k n t p t p

w t t





 
     

 
 

   
 




 

となる． 

便益は    0 ( )

0

00

C
t

C t CB n dtV n t   


とも書

ける．効用最大化の一階条件式のひとつである

  0CV n t  を求める． 

    

   
0 0

0

0

0 0

, ,

1 1
0 0

0

,

1

( )

C C

C C

k n t k n t

i i

i i

k

k

V n U k n t k
w p

t k t

k k
p w t

k t k t

pU k k
w t

k w t

 

  
 

  

   
  
   

 
  

 

 
 
 

  
 

 

　
0

0

p w

p w

 

  　

  

結局，便益計測式は以下のように展開して，式(2)が導

出される． 

   

 

  

0 ( )

0

0 ( )

0

0

0 0

0 0 0( )

0
C

C

t

C t

t

t

C

CB n dt

p w dt

p w t t

V n t 

 

  

 









　 　　　

　　　　　

   

     

補遺２．式（３）の導出 

旅行日数の整数性を考える場合，訪問地数の一階条件

が以下のようになる（訪問地数は多いものと仮定して，

連続変数と考える．なお，この訪問地数の連続変数とし

ての扱いは旅行回数の整数制約に注目するためであ

る．）． 

  0

0

( , )
0

1

( , )

1

( , ) 1

0

D

D

k n t
D

i
i

k n t
D

i
i

D

U k n t
p

k w kL
w

n
t

k

k

n








 


 
 

 




 
   
   
  




 

これより，旅行日数の整数制約の追加により訪問観光地

数も変化することがわかるので，訪問観光地数を以下の

ように表す．  

 旅行日数を離散変数にした場合の訪問観光地数：

 0,Dk n t と表す．このとき旅行時間 0t 　の旅行者の

効用は次式で表せる． 

    
 

0

0

,

0 0

1

, ( )

D

D D

k n t

i t D

i

V n wU k n t wS X wT

X p t p wT n



 


  

   
  
  
  


   

内生変数であるダミー変数 の選択については，旅

行日数が連続の場合と同様に考える．旅行回数が 1回で

ある旅行時間 0t の旅行者の効用  01:V t  と旅行回

数 0 回である旅行時間 
0 ( )Dt の旅行者の効用  0V  

は，それぞれ次のように示される． 

    
 

0

0 0

,

0 0

1

1: , ( )

D

D

k n t

i t D

i

V t wU k n t wS X wT

X p t p wT n





   

   
  
  
  

 　
 

 0 ( )V wS X wT X     　   

旅 行 時 間 
0 0 ( )D

t t に お い て は ，

  0 ( )
( 1: ) 0

D
V t V    となることより旅行時間


0 ( )Dt は以下の式を満たす． 

 

 

  
 0 ( )

0 ( )

0 ( )

,

0 0 0( ) ( )

1

( 1: ) 0

( 1: ) 0 0

, 0
D D

D DD

D DD

k n t

D i t DD D

i

V t V

V t V

wU k n t p t p wTn

 

 



  

    

    
 
  
 








 

旅行回数が 0 回になるような一般化交通費用は

   ( ) 0 0 ( )D D
p w p t  となり，この値がチョークプラ
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イスとなる． 

 

次に便益を求める．旅行日数が連続の場合とは異なり効

用を微分できないため，便益は式(3)で示したように，

効用差を用いて表現する． 

   

    
 

0

0

,

0 0 0

1

( 1: ) ( 0)

,
D

D D

k n t

D D i t D

i

B n V t V V n

V n wU k n t p t p wTn

 



    

    
 
 
 



補遺３．Proposition 2の証明 

ここでは，効用差    D CV n V n   の符号と大き

さを近似法により求める．離散制約有無の旅行日数の差

分は 01 ( ) 1t  　 と微小なので１階近似を用い，離

散的な旅行日数 Dn 付近で近似する．  

   
   0( )

D C

D D

V n V n

V n V n t





  

   　　 　
 

と表し，これを 1階近似する． 

   

     

 

0

0

0

( )

( )

( )

D D

D
D D

D

D

D

V n V n t

V n
V n V n t

n

V n
t

n

 





   

 
      





　 　

　　 　

　　 　

      

次に，   0( ) ( )D DV n n t  　を求める．ある旅行時

間 0t の旅行者の効用  DV n は 

    
 0,

0 0 0
1

,
Dk n t

D D i
i

t D

V n wU k n t p t p

wT n



   



 
 
 


 

である． 

上 の 式 に ， 離 散 的 な 旅 行 日 数 は

 0,

0
1

( )
Dk n t

D i t
i

n t t T


   を代入すると，効用は次

式で表される． 

 

  
   

0 0
, ,

0 0 0 0

1 1

,
D D

D

k n t k n t

D i i

i i

V n

wU k n t p t p w t t
 



    
   
   
   

 

    

   
 

    

 

0

0

0

0

,

0

1

0,

1

( )

( )

, 1

( )

D

D

D D

D

D

k n t

D

i

i

k n t

D

i

i

V n V n t

V n
t

n

U k n t
p

k w k k
w t

n
t

k

 








    






 


  







  
    

 
       





　

　

      

この式は，効用差を近似したものである．この式を，さ

ら に 旅 行 日 数 Dn で 2 階 微 分 す る と ，

  2 2
0 0( , ) ( ) 0D Dw U k n t n t  　 となることから

Proposition 2が成立する．これは，連続変数として最適な

状態から，整数制約を追加しているため，効用が減少す

るのは当然である． 

また，バイアスを計測するには，ある旅行時間 0t に

おける旅行日数の差分 0( )t を知る必要があることがわ

かる． 

 

補遺４．Proposition 3の証明 

 チョークプライス差   0 0 0( ) ( )C D
p w t t   の符号と

大きさを近似法により求める．旅行日数の整数制約追加

の旅行日数の差分は 01 ( ) 1t̂  　 と微小なので，

ⅱ）において求めた方法と同様の１階近似を用いる．  

旅行日数が連続変数と離散変数の場合それぞれにおけ

る，旅行回数が 0回になる旅行時間がわかる． 


  

   0 0( ) ( )
, ,

0 ( )
1 1

0 ( )

0

,
C CC C

k n t k n t

C i iC
i i

C

wU k n t p w t

t
p w

 

 




 
 


  

   0 0( ) ( )
, ,

0 ( )
1 1

0 ( )

0

,
D DD D

k n t k n t

D i iD
i i

D

wU k n t p w t

t
p w

 

 




 
 

 

旅行回数が0回になる旅行時間 
0 ( )Ct は 

0 ( )Ct のときの

旅行日数 Cn によって決まる値，おなじく旅行日数に整

数制約がある場合における 
0 ( )Dt は 

0 ( )Dt のときの旅行日

数 Dn によって決まる値である．したがって，それぞれ

の旅行回数が0回になる旅行時間は以下のように書ける． 

    0 0( ) ( ) CC Ct t n ，    0 0( ) ( ) DD Dt t n ． 
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    
        
         

0 0 0( ) ( )

0 0 0( ) ( )

0 0 0 0( ) ( )

C D

C DC D

D DC D

p w t t

p w t n t n

p w t n t t n





  

  

   

  

として，これを一階近似する． 

           

    
    

    

 
          

0 0 0 0 0( ) ( )

0 ( )

0 0 0( )

0 0 ( )

0 ( )

0 0 0 0( ) ( )

D DC D

DC

DC

D

DD

DC

D DC D

D

p w t n t p w t n

t n
p w t n t

n

p w t n

t n
p w t t n t n

n

 





    


  



 


   



  
 
  



　

　 　　　

次に，       0 00 ( )( )D DCp w tt n n     を求める．

ここで，  0t は旅行時間 
0 ( )Dt における整数制約追加

による旅行日数の差分を表している． 

 
   

  

     
0 0( ) ( )

0 ( )

0 0

0 ( )

0
, ,

1 1

,

1 D DD D

DC

D

D D

k n t k n t
D

i i

i i

t n
p w t

n

U k n t

kk
w t

n
p t

w k k





 


 






 

 
 

 

 
 
 
 

    
       

    
 
 








 

この式がチョークプライス    0 0 0( ) ( )C Dp w t t  差 

を近似したものである．この式における旅行日数 Dn の

2 階微分    00 ( ) ( ) 0( , )D Dw tU k n t k    　 から

Proposition 3が成立する．． 

また，バイアスを計測するには，旅行回数が 0回にな

るような旅行時間 
0 ( )Dt における旅行日数の差分  0t

を知る必要があることがわかる． 
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